
  

様式第２号の１－②【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の

１－①を用いること。 
 
学校名 ＭＣＬ盛岡公務員法律専門学校 

設置者名 学校法人龍澤学館 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

課程名 学科名 

夜

間･

通信

制の

場合 

実務経験のあ

る教員等によ

る授業科目の

単位数又は授

業時数 

省令で定める

基準単位数又

は授業時数 

配

置

困

難 

文化教養 

専門課程 

公務員中上級学科 

２年コース 
 ０時間 １６０時間 ※ 

公務員中上級学科 

１年コース 
 ０時間 ８０時間 ※ 

公務員ビジネス科  ０時間 １６０時間 ※ 

公務員専攻科  ０時間 ８０時間 ※ 

（備考） 

 公務員中上級学科：法律経済学科から名称変更（2024.4 月～） 

 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

http://www.mclnet.jp/information/ 

（※7月中旬に新ページへ移設予定 https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学科 

学科名 公務員中上級学科、公務員ビジネス科、公務員専攻科 

（困難である理由） 

公務員試験への合格対策を目的としたカリキュラム編成であり、実務経験のある教

員が授業を行うことが困難なため。 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学

校法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用

いること。 
 
学校名 ＭＣＬ盛岡公務員法律専門学校 

設置者名 学校法人 龍澤学館 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 

http://www.mclnet.jp/information/ 

（※7月中旬に新ページへ移設予定 https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

 

 

２．学外者である理事の一覧表  

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 会社顧問 
2025.5.27～2029.5.26 

（4 年） 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

非常勤 会社相談役 
2025.5.27～2029.5.26 

（4 年） 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

非常勤 会社取締役頭取 
2025.5.27～2029.5.26 

（4 年） 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

非常勤 会社取締役会長 
2025.5.27～2029.5.26 

（4 年） 

産業界からの人材

育成に対するアド

バイス 

非常勤 元高等学校校長 
2025.5.27～2029.5.26 

（4 年） 

教育経験に基づい

た教育事業に対す

るアドバイス 

（備考） 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 ＭＣＬ盛岡公務員法律専門学校 

設置者名 学校法人龍澤学館 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法や

基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表してい

ること。 

（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

 

 当該学科が新年度を迎える前年度の１２月までに、カリキュラムの変更案につい

て教務担当者間で協議し、学内会議を経て１月の理事会に諮る。これにより承認さ

れたカリキュラムを基に、シラバス（授業計画）案を各科目担当者が作成し、各学

科の教務責任者が取りまとめで確認したうえで、学内会議での承認を得る（１月～

３月）。 

 シラバス（授業計画）案の作成にあたっては、検討委員会で協議し決定した共通

フォーマットを提示することにより、必要記載事項がもれなく適切に記載されるよ

う留意する。 

 ４月、新年度の各学科の授業開始までに、「学生の手引き」を用いた新入生ガイ

ダンスを実施する。併せて、シラバス（授業計画書）を随時確認できるよう、ホー

ムページ上でも公開している。 

 

授業計画書の公表方法 

http://www.mclnet.jp/information/ 
（※7月中旬に新ページへ移設予定  

https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定してい

ること。 

（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

 

 各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間

の評価割合を規定する場合もある）により、学修成果を評価し、厳格かつ適正に履

修認定を実施している。 

・評価対象となるテストの得点率６０％以上 

・課題提出の提出状況および内容の完成度 

・小テスト得点率 

・検定試験結果 

・出席率８０％以上 

・受講態度 

 

各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得

た際には、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 

 



  

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するととも

に、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 

（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

 

各学年が年度末までに得た成績評価を数値化し、総受講科目の合計値を求め受講

科目数で除して得られる数値を、学生の「個別評価平均値」として算出し、学科内

での成績分布状況を把握する際の指標とする。 

 

※成績評価を受ける前の段階において、成績の分布状況を把握する必要が生じた際

には、小テストや模擬試験等の得点をもとに学科内の平均点や個別の総得点を算出

し、指標とすることもある。 

 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 

http://www.mclnet.jp/information/ 
（※7月中旬に新ページへ移設予定  

https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施してい

ること。 

（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

 

ディプロマポリシーは、学科教員間で検討した原案を基に、学内会議で協議した

うえで承認されたものを、新入生ガイダンスを通じて学生へ周知する。また、これ

らの内容については、随時確認できるようホームページ上でも公開している。 

 卒業認定については、卒業年次の１月末までに得た成績評価および学費納入状況

を踏まえ、卒業認定委員会での審議を経て学校長が決定する。 
 

《ディプロマポリシー》 

 本校における学びを通じて次の能力を修得することを学位（専門士）の称号付与の

基本方針とする 

１．社会や住民のニーズに応えるために必要な幅広い知識・技術と教養を身に付け

ている  

２．他者と協働して物事に取り組むうえで、互いを尊重して相互理解・合意形成を

図ることができる 

３．多様化・グローバル化が進む現代社会の様々な事象に関心を持ち、情報収集や

分析、 問題発見をすることができる 

４．前例や形式にとらわれない柔軟な発想力を備え、問題を解決するための課題設

定（企 画・立案）をすることができる 

５．高い倫理観と使命感を持ち、私益よりも全体の利益を優先的に考えて公平・公

正かつ 誠実に行動することができる 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 

http://www.mclnet.jp/information/ 
（※7月中旬に新ページへ移設予定  

https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

 



  

様式第２号の４－②【⑷財務・経営情報の公表（専門学校）】 
 
※専門学校は、この様式を用いること。大学・短期大学・高等専門学校は、様式第２号の

４－①を用いること。 

学校名 ＭＣＬ盛岡公務員法律専門学校 

設置者名 学校法人龍澤学館 

 

１．財務諸表等 

財務諸表等 公表方法 
貸借対照表 

http://www.mclnet.jp/information/ 

（※7月中旬に新ページへ移設予定  

https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

収支計算書又は損益計算書 
財産目録 
事業報告書 
監事による監査報告（書） 

 

 

２．教育活動に係る情報 

①学科等の情報 
 
 

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 

公務員中上級学科 

２年コース 
（〇） 

R7 名称変更予定 
― 

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

２年 昼 １,７００ 

時間 

1,410 
時間 

320 
時間 

230 
時間 

0 
時間 

0 
時間 

1,960 時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

４０人 ２２人 ０人 ５人 ５人 １０人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の

方法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を

作成し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

成績評価の基準・方法 

（概要） 

各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価

割合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 

・評価対象となるテストの得点率６０％以上 

・課題提出の提出状況および内容の完成度 

・小テスト得点率 

・検定試験結果 

・出席率８０％以上 

・受講態度 

各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際

には、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 



  

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

進級認定については進級年次の 2 月末までに、卒業認定については卒業年次の 1 月

末までに、それぞれ得た成績評価および学費納入状況を踏まえ、進級・卒業認定委

員会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者と

も連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 ― 人 

（ ―％） 

― 人 

（  ―％） 

― 人 

（  ―％） 

―人 

（  ―％） 

（主な就職、業界等） 

国家一般職（大卒程度）、裁判所職員（大卒程度）、国税専門官、財務専門官 等 

（就職指導内容） 

自己分析指導、企業研究指導、個別面接指導、企業説明会参加 等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

日商簿記検定、Excel 表計算処理技能認定試験、全経電卓検定 

 

（備考）（任意記載事項） 

 2024 年度名称変更（卒業生輩出は 2025 年度～） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

 １３人  ２人  15.4％ 

（中途退学の主な理由） 

進路変更、大学受験 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談、転科等の実施 

※中途退学の現状は、名称変更前：法律経済学科（２年コース）の内容で記載 

 

  



  

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 

公務員中上級学科 

１年コース 
― ― 

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

１年 昼 ９００ 

時間 

970 
時間 

40 
時間 

90 
時間 

0 
時間 

0 
時間 

1100 時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

１０人 １人 ０人 ５人 ５人 １０人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の

方法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を

作成し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

 

成績評価の基準・方法 

（概要） 

各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価

割合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 

・評価対象となるテストの得点率６０％以上 

・課題提出の提出状況および内容の完成度 

・小テスト得点率 

・検定試験結果 

・出席率８０％以上 

・受講態度 

各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際

には、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

卒業認定については卒業年次の 1 月末までに、それぞれ得た成績評価および学費納

入状況を踏まえ、卒業認定委員会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者と

も連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 
 １人 

（ 100％） 

０人 

（  0％） 

１人 

（  100％） 

０人 

（  0％） 



  

（主な就職、業界等） 

国家一般職（大卒程度）、裁判所職員（大卒程度）、国税専門官、財務専門官 等 

（就職指導内容） 

自己分析指導、自治体研究指導、個別面接指導等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

日商簿記検定、Excel 表計算処理技能認定試験、全経電卓検定 

（備考）（任意記載事項） 

  

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

 １人  ０人  ０％ 

（中途退学の主な理由） 

該当者なし 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談 

※卒業者数および中途退学の現状は、名称変更前：法律経済学科（１年コース）の 

内容で記載 

 

 

 

 
 
 

分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 
公務員ビジネス科 〇 ― 

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

２年 昼 １,７００ 

時間 

910 
時間 

250 
時間 

540 
時間 

0 
時間 

0 
時間 

1,700 時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

１２０人 ５６人 ０人 ７人 ３人 １０人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の

方法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を

作成し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 



  

成績評価の基準・方法 

（概要） 

各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価

割合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 

・評価対象となるテストの得点率６０％以上 

・課題提出の提出状況および内容の完成度 

・小テスト得点率 

・検定試験結果 

・出席率８０％以上 

・受講態度 

各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際

には、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

進級認定については進級年次の 2 月末までに、卒業認定については卒業年次の 1 月

末までに、それぞれ得た成績評価および学費納入状況を踏まえ、進級・卒業認定委

員会での審議を経て学校長が決定する。 

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者と

も連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 ２３人 

（100％） 

０人 

（ 0％） 

２１人 

（ 91.3％） 

２人 

（ 8.7％） 

（主な就職、業界等） 

国家公務員、税務職員、県職員、市町村職員、警察官、消防官、自衛官 他 

（就職指導内容） 

自己分析指導、自治体研究指導、個別面接指導、自治体説明会の開催 等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

日商簿記検定、Excel 表計算処理技能認定試験、全経電卓検定 他 

（備考）（任意記載事項） 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  ４８人 ５人  10.4％ 



  

（中途退学の主な理由） 

進路変更、病気の療養 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談、転科等の実施 

 

 

 

 
分野 課程名 学科名 専門士 高度専門士 

文化教養 
文化教養専門

課程 
公務員専攻科 ― ― 

修業 

年限 
昼夜 

全課程の修了に必要な総

授業時数又は総単位数 

開設している授業の種類 

講義 演習 実習 実験 実技 

１年 昼 ９００ 

時間 

480 
時間 

260 
時間 

160 
時間 

0 
時間 

0 
時間 

900 時間 

生徒総定員数 生徒実員 うち留学生数 専任教員数 兼任教員数 総教員数 

６０人 １０人 ０人 ７人 ３人 １０人 

 

カリキュラム（授業方法及び内容、年間の授業計画） 

（概要） 

学内会議を経て理事会にて承認されたカリキュラムを基に、各科目担当者が授業の

方法及び内容、到達目標、成績評価の方法や基準等について記載した授業計画案を

作成し学内会議の承認を得て年間の授業計画を決定する。 

成績評価の基準・方法 

（概要） 

各授業科目の特性に応じ、以下の項目のいずれか（複数項目の場合には、項目間の評価

割合を規定する場合もある）により、学習成果を評価する。 

・評価対象となるテストの得点率６０％以上 

・課題提出の提出状況および内容の完成度 

・小テスト得点率 

・検定試験結果 

・出席率８０％以上 

・受講態度 

各科目における最終評価は５段階（秀・優・良・可・不可）とし、不可の評価を得た際

には、当該科目の履修終了要件を満たさないものと判断する。 

卒業・進級の認定基準 

（概要） 

卒業認定については卒業年次の 1 月末までに、それぞれ得た成績評価および学費納

入状況を踏まえ、卒業認定委員会での審議を経て学校長が決定する。 



  

学修支援等 

（概要） 

クラス担任制で、生活面や学習面の相談・指導等において、必要に応じて保護者と

も連携を図りながら個別対応を行っている。 

学生の進路については就職支援担当と担任が連携して支援・指導を行っている 

 

卒業者数、進学者数、就職者数（直近の年度の状況を記載） 

  

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

 １６人 

（ 100％） 

０人 

（ 0.0％） 

１５人 

（ 93.8％） 

１人 

（ 6.2％） 

（主な就職、業界等） 

国家公務員、税務職員、県職員、市町村職員、警察官、消防官、自衛官他 

（就職指導内容） 

自己分析指導、自治体研究指導、個別面接指導、自治体説明会の開催等 

（主な学修成果（資格・検定等）） 

日商簿記検定、Excel 表計算処理技能認定試験、全経電卓検定 他 

（備考）（任意記載事項） 

 

 

中途退学の現状 

年度当初在学者数 年度の途中における退学者の数 中退率 

  １６人 ０人  ０％ 

（中途退学の主な理由） 

該当者なし 

（中退防止・中退者支援のための取組） 

本人及び保護者との面談 

 

②学校単位の情報 

ａ）「生徒納付金」等 

学科名 入学金 
授業料 

（年間） 
その他 備考（任意記載事項） 

公務員中上級学科 100,000 円 590,000 円 406,000 円 【その他】 

施設設備費、維持費 

補助活動費 

公務員ビジネス科 100,000 円 590,000 円 390,000 円 

公務員専攻科 100,000 円 590,000 円 432,000 円 

修学支援（任意記載事項） 

 

 



  

ｂ）学校評価 

自己評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

http://www.mclnet.jp/information/ 
（※7月中旬に新ページへ移設予定 https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

学校関係者評価の基本方針（実施方法・体制） 

 

毎年度末に実施する「自己点検・評価」の結果に基づき、企業等委員（3 名以上）お

よび卒業生委員（2 名以上）で構成される学校関係者評価委員会において、実務に関す

る知見を活かして教育目標や教育環境など学校運営全般について評価を実施する。その

評価結果を学校運営会における改善事項の提案に反映し、学校運営会や職員会において

具体的な方策を検討し改善に活かしていく。このことにより、地域で必要とされる人材

の育成のための教育の質の向上、学生支援、卒業後支援、社会活動等の充実とともに、

健全かつ安定した学校運営を図ることを基本方針とする。 

なお、委員会の運営には委員長 1 名、副委員長 1 名のほか、学校職員（2 名以上）も

事務局として携わる。 

 

学校関係者評価の委員 

所属 任期 種別 

株式会社北日本銀行 ２年 

2025.4.1～2027.3.31 

企業等委員 

三陸鉄道株式会社 ２年 

2025.4.1～2027.3.31 

企業等委員 

有限会社遠藤事務機 ２年 

2025.4.1～2027.3.31 

企業等委員 

 ２年 

2025.4.1～2027.3.31 

卒業生 

 ２年 

2025.4.1～2027.3.31 

卒業生 

学校関係者評価結果の公表方法 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

http://www.mclnet.jp/information/ 
（※7月中旬に新ページへ移設予定 https://tatsuzawa.ac.jp/information ） 

第三者による学校評価（任意記載事項） 

 

 

 

ｃ）当該学校に係る情報 

（ホームページアドレス又は刊行物等の名称及び入手方法） 

https://www.mcool.ac.jp/ 

 

 

 
備考 この用紙の大きさは，日本産業規格Ａ４とする。 


